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８ 介護サービスの状況

65歳以上の人口に対する施設等の定員数の割合である介護サービス機関の整備率に

ついては、南檜山二次医療圏では11.16％と全道平均12.37％に比べやや低くなってい

ます。

なお、特別養護老人ホームの整備率は3.53％（全道平均1.68％）及び養護老人ホー

ムの整備率は0.88％（全道平均0.31％）と全道平均を上回っていますが、その他はお

しなべて平均並み～低率となっています。

（第９節の資料（データ等）参照）

※管内の介護基盤幹事会資料から抜粋

また、介護サービス事業所の定員数は、次のとおりとなっています。

第５節 医療需要及び必要とされる病床数の推計

１ 医療需要

（１）高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能

高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能の医療需要については、２０１３年

のＮＤＢ（ナショナル・データ・ベース）のレセプトデータ及びＤＰＣデータに基

づき、患者住所地別に配分した上で、推計を行います。

この推計は、２０１３年における実際の医療資源投入量を基に推計しているもの

で、平均在院日数、受療率は２０１３年の数値を活用していることになります。

12.69

11.16

13.51

11.65

11.74

12.01

14.36

11.99

10.35

8.82

13.67

10.92
10.42

10.54

10.11

11.30

10.90

12.09

11.37

7.50

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

南
渡
島

南
檜
山

北
渡
島
檜
山

後
志

南
空
知

中
空
知

北
空
知

西
胆
振

東
胆
振

日
高

上
川
中
部

上
川
北
部

富
良
野

留
萌

宗
谷

北
網

遠
紋

十
勝

釧
路

根
室

サ高住

有料老人ホーム

軽費老人ホーム

養護老人ホーム

認知症グループホー

ム

介護療養型医療施設

介護老人保健施設

特別養護老人ホーム

療養病床

一般病床

整備率

（人）

圏  域
特別養護

老人ホーム
介護老人
保健施設

介護療養型
医療施設

認知症グルー
プホーム

養護老人
ホーム

軽費老人
ホーム

有料老人
ホーム

サ高住

全 道 25,397 16,524 4,240 15,107 4,667 6,088 18,355 13,294

南 檜 山 319 80 0 99 80 20 20 0

※　サ高住1戸＝定員1名とする。

※　特定施設は、８～11の本体施設で計上

・定員数（戸数）についてはH27.4.1現在（施設運営指導課調等）
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①入院受療率

性・年齢階級別の年間入院患者延べ数（人）
＝ １日当たり入院患者延べ数

３６５（日）

１日当たり入院患者延べ数
＝ 入院受療率

性・年齢階級別の人口

②医療需要

構想区域の２０２５年の医療需要

＝［当該構想区域の２０１３年の性・年齢階級別の入院受療率

×当該構想区域の２０２５年の性・年齢階級別推計人口］を総和したもの

※２０２５年の性・年齢階級別人口については、国立社会保障・人口問題研究所

「日本の地域別将来推計人口（２０１３年３月中位推計）」を用います。

（２）慢性期機能と在宅医療等

療養病床については、現在、診療報酬が包括算定であるため、医療資源投入量に

基づく分析を行うことが難しい状況です。また、地域の療養病床数には、大きな地

域差があります。

このことから、慢性期機能の推計については、医療資源投入量を用いず、①慢性

期の中に在宅医療等で対応することが可能と考えられる患者数を一定数見込むとい

う前提に立ったうえで、②療養病床の入院受療率の地域差を縮小することを加味し

て推計します。

（考え方）

① 療養病床の入院患者数のうち、医療区分１の患者の７０％を在宅医療等で対応す

る患者数として見込みます。なお、一般病床の障害者・難病患者（障害者施設等入
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院基本料、特殊疾患病棟入院基本料及び特殊疾患入院医療管理料を算定している患

者）は、慢性期機能の医療需要として推計します。

② 慢性期病床の入院受療率における地域差の解消については、構想区域ごとに入院

受療率と全国最小値（県単位）との差を一定程度解消させることとして、全国最大

値（県単位）が全国中央値（県単位）にまで低下させる割合を一律に用いて推計し

ます。

ただし、当該構想区域の慢性期病床の減少率が全国中央値より大きく、かつ、当

該構想区域の高齢者単身世帯割合が全国平均よりも大きい場合は、目標の達成年次

を２０２５年から２０３０年とすることとし、２０２５年においては、２０３０年

から比例的に逆算した入院受療率を用いて推計します。

※必要病床数の推計（法的位置づけ）

医療法第30条の4
都道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療
提供体制の確保を図るための計画（以下『医療計画』という。）を定めるものとする。

2 医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。（略）
七 地域における病床の機能の分化及び連携を推進するための基準として厚生労働令で定める
基準に従い定める区域（以下「構想区域」という。）における次に掲る事項を含む将来の医
療提供体制に関する構想（以下「地域医療構想」という。に関する事項
イ 構想区域における厚生労働省令で定めるところにより算定された第三十条の十三第一項
に規定する病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量（以下単に「将来の病床数の必
要量」という。）

※病床４機能及びそれぞれに属する患者像例

医療機能の内容 患者像の例
・急性期の患者に対し、状態の早 ・くも膜下出血に対する脳動脈瘤ｸﾘｯﾋﾟ

高度急性期 期安定化に向けて、診療密度が ﾝｸﾞ術。人工呼吸器の装着。
特に高い医療を提供する機能 ・心不全に対する非侵襲的人工呼吸器

による呼吸補助。
・急性期の患者に対し、状態の早 ・膵臓がんの術後の点滴、腹腔ﾄﾞﾚｰﾝ、

急 性 期 期安定化に向けて医療を提供す 導尿ｶﾃｰﾃﾙの実施。
る機能 ・慢性閉塞性肺疾患の急性増悪に対し

て、非侵襲的人工呼吸器による換気
補助療法の実施。

・急性期を経過した患者への在宅 ・尿路感染症に対し抗菌薬治療を行い
回 復 期 復帰に向けた医療やﾘﾊﾋﾞﾘﾃ ーｼｮﾝ 在宅復帰に向けての治療。

を提供する機能 ・大腿骨頚部骨折のため急性期病院で
・特に、急性期を経過した脳血管 手術を行った後、回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
疾患や大腿骨頸部骨折等の患者 病棟のある病院へ転院し在宅復帰に
に対しADLの向上や在宅復帰を目 向けてのﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの実施。
的としたﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを集中的に
提供する機能（回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃーｼｮﾝ機能）

・長期にわたり療養が必要な患者 ・脳幹出血のため、急性期病院へ入院
慢 性 期 を入院させる機能 した。意識障害及び人工呼吸器によ

・長期にわたり療養が必要な重度 る呼吸補助が長期化し、気管切開を
の障害者（重度の意識障害者を 行ったが意識障害が続き、さらに長
含む）、筋ｼﾞｽﾄﾛﾌｨｰ患者又は難病 期にわたる療養が必要なため、療養
患者等を入院させる機能 病床のある病院へ転院し、経鼻胃管

にて栄養剤の注入。
・先天性ﾐｵﾊﾟﾁｰにより幼児期より入院
し、寝たきりで体動は少ないが意識
清明。気管切開をし、1日数回の喀痰
吸引が必要。胃瘻を造設し栄養剤の
注入。
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２ 必要とされる病床の必要量の推計

（１）病床４機能別病床必要量

第５節の１で推計した２０２５年の医療需要に基づき、病床利用率で割り戻して、

２０２５年に必要とされる病床の必要量（必要病床数）を推計します。

なお、病床利用率は、厚生労働省令で規定されている割合（高度急性期～７５％、

急性期～７８％、回復期～９０％、慢性期～９２％）を使用して推計します。

① ② ③

区 分 医療需要 現在の医療提供 将来あるべき医 病床の必要量

体制が変わらな 療提供体制を踏 （必要病床数）

南檜山圏域に いと仮定した場 まえ構想区域間 ③を基に病床

居住する患者 合の推計供給数 の供給する増減 利用率等によ

の医療需要 を調整した推計 り算出される

供給数 病床数

（単位：人） （単位：人） （単位：人） （単位：床）

高度急性期 ２３ ０ ０ ０

急 性 期 ８２ ４４ ４４ ５６

回 復 期 １０７ ６５ １０７ １１９

慢 性 期 ６４ ４５ ６４ ７０

計 ２７６ １５４ ２１５ ２４５

南檜山圏域における将来の人口推計では、総人口が減少していく一方で、６５歳以

上の高齢者割合は年々増加し、２０２５年には総人口の半数近く（約４４％）が高齢

者となることが見込まれています。このため、今後、医療のあり方も「治す医療」か

ら「支える医療」に変化させていく必要があり、急性期から回復期、慢性期まで、患

者が状態に見合った病床で、状態にふさわしい医療サービスを受けられる体制が必要

になってきます。

一方で、南檜山圏域の現状の受療動向を見ると、入院自給率は６６％であり、入院

患者のうち２８．７％が隣接する南渡島圏域に流出している実態にあります。特に、

高度急性期から急性期については、医師等の確保や施設・設備の整備等の面から、新

たに圏域内で不足する医療機能を確保することは容易ではないことから、今後も一定

程度、患者の流出が継続されることを前提に、現在ある医療資源を有効に活用しなが

ら、将来の医療需要に見合った、この地域にふさわしい医療提供体制を構築していく

必要があります。

南檜山圏域における２０２５年の医療需要の推計値では、緊急手術を要するような

高度急性期に属するものは少ない一方で、回復期機能の需要が多く見込まれているこ

とから、当圏域においては、道立江差病院を中心に現在ある医療資源を活用しながら、

急性期医療の一部を確保しつつ、急性期を経過した患者の在宅復帰に向けた医療や、
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リハビリテーションを提供する機能を中心に病床を確保し、さらに、高齢者を支える

医療を推進するため、介護部門と連携を図りながら、各医療機関と介護施設等との役

割分担を明確にして、地域包括ケアシステムの構築を目指すこととします。

このような方針のもと、病床の必要量の推計に当たり、高度急性期及び急性期につ

いては、前述のとおり、南檜山圏域内で医療機能を確保できない部分もあることから、

引き続き南渡島圏域等に流出することを見込んで医療機関所在地ベースで算定するこ

ととし、一方、回復期及び慢性期については、できる限り住所地に近い身近な医療機

関で受療することが望ましいことから、患者住所地ベースで算定することとします。

■医療機関所在地ベース

現在の医療提供体制が変わらないと仮定し、他の構想区域に所在する医療機関によ供給される量を増

減して推計する方法。（例えば、現在、南檜山圏域に居住している患者が、南渡島圏域の病院に入院し

ている場合、２０２５年も同様の状態が継続するものとして、この部分は、南檜山圏域の供給量から減

じられ、医療機関の所在地である南渡島圏域の供給量に加えられる。）

■患者住所地ベース

患者の流出入がなく、入院が必要なすべての患者は住所地の二次医療圏の医療機関病床に入院するも

のとして推計する方法。（例えば、現在、南檜山圏域に居住している患者が、南渡島圏域の病院に入院

してるとしても、２０２５年の推計においては、患者の住所地のある南檜山圏域の供給に加えられる。）

また、南檜山圏域では慢性期病床の減少率が全国中央値よりも大きく、かつ、高齢

者単身世帯割合が全国平均よりも大きいため、第５節１の（２）の②ただし書きに記

載のとおり、慢性期病床については２０３０年から比例的に逆算した入院受療率を用

いて推計することが可能となっています。この推計方法によると２０２５年の慢性期

の必要病床数が最も大きくなることから、南檜山圏域においては、在宅医療等への移

行について十分な検討を行えるよう、この推計方法を選択することとします。

この結果、南檜山圏域における２０２５年の病床必要量の推計総数は２４５床であ

り、既存の許可病床数４５０床を大きく下回りますが、現在の医療需要を元としつつ、

回復期等については、圏域内で完結することを想定した数値であり、医療法第３０条

の４第２項第１４号に基づき病床利用率等を加味して算定した現行の南檜山圏域の病

床の整備目標である基準病床数２１３床を上回る数値となっています。

なお、病床の必要量の推計値については、その達成に向けた１つの指標であり、必

要量を超える病床を機械的・強制的に削減するものではなく、さらに、現在各自治体

で取り組んでいる人口減少問題への各種施策などにより、今後の人口推計に変化が生

じる場合は、医療計画の定期的な見直しなどの際に、必要病床量も見直されることが

想定されるものです。

加えて、今回の必要とされる圏域内での病床の必要量の推計については、医師や看

護師などの医療従事者の不足により、やむを得ず休床している現状（2013年）により
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算出したものであり、今後の病床の稼働状況を継続的に把握するとともに、必要に応

じて、見直すことが必要であると考えます。

また、慢性期病床の推計に当たり、現行の療養病床の入院患者数のうち、医療区分

１の患者の７０％を在宅療養等で対応することとしているため、これらの患者分につ

いては、将来の必要病床数に反映されていません。今後、南檜山圏域として在宅医療

や高齢者の住まいの場の整備を推進しつつ、在宅等でどの程度の患者を受け止めるこ

とができるかを検討していく必要があります。

容体が比較的安定している患者

については､医療機関だけではなく､

在宅等においても必要な医療サービ

スが受けられる体制を構築すること

により、住民がこれまで同様に安心

して暮らせる地域をめざします。

（２）在宅医療等医療需要

２０２５年における在宅医療等に関する医療需要について、国の必要病床数等推計ツ

ールにより算出した結果は下記のとおりです。

※在宅医療等とは、居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム

有料老人ホーム、介護老人保健施設、その他医療を受ける者が療養生活を営むこ

ことができる場所であって、現在の病院・診療所以外の場所において提供される

医療を指す。

地域医療構想策定ガイドラインにおいては、在宅医療等で対応することが可能と想定

されている「療養病床の医療区分１の７０％等の入院患者」及び「一般病床のうち診療

報酬における出来高点数が入院基本料を除き１７５点未満の入院患者」は「在宅医療等」

の医療需要として推計されています。

具体的には、推計の基となる２０１３年における在宅医療等に関する医療需要には、

下記のものが含まれています。

・訪問診療を受けている患者（31Pの「うち訪問診療」）

・介護老人保健施設の入所者

・一般病床で医療資源投入量１７５点未満の患者数

・療養病床入院患者のうち、医療区分１の７０％

２０２５年における在宅医療等に関する医療需要については、上記４項目に、地域差

解消分を含めた後、二次医療圏別・性年齢階級別の将来人口を乗じて推計しています。

この推計結果については、次の点について留意が必要です。

・ 「一般病床で医療資源投入量175点未満の患者数」については、特定の退院日を避

けるなど、退院調整の過程で、医療がほとんど行われていない入院日も算定されてお

り、必ずしも在宅医療等のニーズとは限らないこと

【南檜山二次医療圏における病床転換のイメージ図】
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・ 「一般病床で医療資源投入量175点未満の患者数」等には、支援により外来通院が

可能な患者も含まれていること

・ 訪問診療については、毎日訪問することが求められているわけではないこと

在宅医療等に関する医療需要については、上記で述べたとおり、居宅や介護老人保健

施設等における医療に加え、国の「療養病床のあり方等に関する検討会」で提示された

新たな類型において提供される医療も含まれると考えられます。

そのため、現時点において在宅医療等に関する医療需要にどの程度対応できるかを正

確に検証することは困難であることから、国の必要病床数等推計ツールにより算出した

医療需要を構想に位置づけたうえで、新たな類型に関する議論の動向を見つつ、引き続

き、在宅医療の推進や高齢者の住まいの場の整備等を行っていくこととします。

二次医療圏 2025年の在宅医療等（人/日） うち訪問診療（人/日）

南檜山 298 70

全道合計 88,725 42,767
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第６節 将来のあるべき医療提供体制を実現するための施策の検討

１ 病床の機能の分化及び連携の推進

地域医療構想の達成に向けた病床機能の分化及び連携に当たっては、南檜山圏域地

域医療構想において定めた病床の機能区分（高度急性期、急性期、回復期及び慢性期）

ごとの必要病床数を指標として、医療機関の自主的な取組及び医療機関相互の協議に

より進められることを前提とします。

将来の病床の機能区分ごとの必要病床数の達成に向けては、人口構造や疾病構造の

変化、それに伴う患者の受療動向の変化など、医療を取り巻く環境の変化を踏まえた

上で、地域で不足している病床の機能がある場合には、それを充足することができる

よう、当該機能を担う病床の機能転換等により、収れんを次第に促していく必要があ

ります。

このためには、医療機関が役割分担をして有効に機能するための連携施策が重要で

あり、患者の疾病からの回復が遅延したり、ＡＤＬ（日常生活における基本的な動作

を行う能力）の低下を招くことのないよう、医療機関等の連携により切れ目なく円滑

に患者の状態に応じた医療が提供される必要があります。

南檜山圏域においては、地域の拠点病院である道立江差病院の急性期医療を確保し

つつ、急性期を経過した患者の在宅復帰に向けた医療や、リハビリテーションを提供

する機能、さらに高齢者等を支える医療を推進するため、介護部門とも連携を図りな

がら各町の医療機関の役割分担を明確にして病床の機能分化を推進することとしま

す。

一方、圏域内で唯一離島にある奥尻町については、地理的な特性から他町の医療機

関等との連携が難しい面もあり、病床の機能分化に当たっては、一定程度、島内で医

療と介護サービスの提供が完結できる体制の確保を考慮する必要がありますが、他町

の医療機関その他関係団体とも情報を共有しながら、圏域全体としてバランスのとれ

た医療提供体制が構築できるよう協議をしていきます。

このため、南檜山圏域地域医療構想調整会議の継続的な開催、医療と介護の連携を

推進するための関係者が集まる会議(南檜山医療・介護連携推進会議）の開催と当該

会議を通じて在宅医療や介護の理解を深め、入院開始時から在宅復帰を目指した支援

をリードする人材の確保・育成、ＩＣＴを活用した地域医療ネットワーク（南檜山地

域医療連携システム）のさらなる有効活用などに複合的に取り組む必要があります。

また、北海道では病床の機能分化及び連携をより実効性のあるものとするため、地

域医療介護総合確保基金を活用して支援することとしており、南檜山圏域においても

医療機関等関係者と十分に協議を行った上で、病床の機能分化及び連携のための仕組

みづくりや施設・設備等に対して当該基金を有効に活用していきます。

なお、高度急性期及び急性期医療の一部については、今後も南渡島圏域との連携が
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必要であり、各種会議等や南檜山地域医療連携システムと接続している南渡島圏域の

医療連携システムである道南MedicaとのＩＴネットワークをより有効に活用して情報

の共有を図るほか、緊急時における救急患者の受け入れや道南ドクターヘリの安定的

な運航のために、一層の連携強化を図っていきます。

２ 在宅医療の充実

今後、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で生活を継続することができるような地

域包括ケアシステムを構築していくためには、医療と介護の連携を推進し、医療と介

護の提供体制を一体的に整備する必要があります。

地域包括ケアシステムの構築のためには、高齢者が可能な限り住み慣れた地域での

生活を継続することができるよう、医療と介護の連携を推進するとともに、一体的に

提供体制を整備する必要があります。

その中で在宅医療についても、介護サービスとの連携を図りつつ、必要な支援を提

供することが求められているため、医療と介護が継続的に受けられるよう、地域全体

での支援体制を充実する必要があります。

また、病床の機能の分化及び連携を推進することにより、入院医療強化を図る一方

で、患者の状態に応じて退院後の生活を支える外来医療、在宅医療の充実は一層重要

であり、特に高齢者割合が増加していく南檜山圏域においては、退院後や入院に至ら

ないまでも状態の悪化等により在宅医療を必要とする患者は今後増大することが見込

まれます。

南檜山圏域における介護施設や居住系サービス等の整備状況は、特別養護老人ホー

ムや介護老人保健施設等の介護保険法関連施設の整備率（６５歳以上人口当たりの定

員数）は５．９５％であり、全道の５．１８％を若干上回っていますが、その一方で、

有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等の居住系サービスの整備率は１.３

３％であり、全道の２.８０％を大きく下回っており、高齢者が安心して生活できる

住まいの確保が課題となっています。

また、南檜山圏域各町では、介護施設の入居待機者が同じ町内の病院に一時的に入

院したり、医療の必要性が低い患者であっても介護者がいないなど個別の理由により、

いわゆる社会的入院を余儀なくされる実態もあることから、特に慢性期医療について

は、在宅医療の整備と一体的に推進していく必要があります。

具体的な施策としては、病床の機能分化に当たり、各医療機関の役割分担を明確に

した上で、例えば一部の医療機関において既存の病床を介護老人保健施設やサービス

付き高齢者住宅等に転換し、施設の整備に当たっては地域医療介護総合確保基金を活

用していくということも選択肢の一つとして考えられます。

また、医療施設に介護施設を併設することは、施設や人的資源の分散を解消できる

メリットがあると考えられますが、現在、厚生労働省の「療養病床の在り方等に関す

る検討会」において、「住まい」の機能の強化なども含め、慢性期の医療ニーズに対

応する今後の医療・介護提供体制の新たな施設類型の選択肢について検討されている

ところであり、今後の推移を注視しながら、制度改正等があった場合は、こうした医

療と介護の一体的な提供体制の整備についても、関係者間で協議をしながら検討を進
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めていきます。

さらに、在宅医療を充実させるため、南檜山圏域には現在、往診・訪問診療をおこ

なっている医療機関として、病院が２施設、診療所（歯科含む）が３施設あり、また、

訪問看護を実施している医療機関（事業所）として、病院が１施設、診療所が１施設、

訪問看護事業所が３施設ありますが、終末期を含め２４時間体制で患者の急変等に対

応できる在宅療養支援診療所（病院）がないことから、各医療機関の役割分担の中で、

一部の医療機関が在宅療養支援診療所(病院）に転換し、圏域内の在宅医療を推進し

ていくことも考えられます。

ただし、在宅医療については、一部の医療機関で２４時間対応することは負担が大

きく、加えて、患者の急変時等に対応するためには、急性期医療を担う病院が後方支

援することが重要であることから、在宅療養支援診療所（病院）を中心に、圏域内の

他の医療機関等との相互協力による在宅連携システムの構築についても検討する必要

があります。

併せて、南檜山圏域では、南檜山地域医療連携システムを活用し、平成２４年１２

月から南檜山看護連携検討会が、医療機関相互の転院者について看護連携に取り組ん

でいるところであり、その充実を図るとともに、在宅医療を担う地域関係者の拡大と

医療・介護の連携を図るため、平成２４年度に設置された「南檜山医療・介護連携推

進会議」の活動を推進し、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、市町

村職員などを対象に、多職種協働による在宅チーム医療についての研修を行うなど、

在宅医療を担う人材の育成と多職種間の連携の構築に努めます。

また、保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）の一部が改正（平成２

７年１０月１日施行）され、在宅医療等の推進を図っていくために、医師又は歯科医

師の判断を待たずに、手順書により、一定の診療の補助（例えば脱水時の点滴（脱水

の程度の判断と輸液による補正）など）を行う看護師を養成し確保する研修制度が新

たに創設されました。

今後、当該研修を受講した看護師による在宅医療現場での活躍が期待されるところ

ですが、現在、道内における指定研修機関は１箇所のみとなっており、研修受講後も、

多様な臨床場面において実践能力を身につけることが求められることから、南檜山圏

域においても各医療機関の医師の協力のもと、必要な指導が受けられるような体制を

整備していきます。

一方で、在宅医療を充実していくためには、高齢化の進展に伴う医療や介護を取り

巻く環境の変化について、サービスの受け手である住民に理解をしていただく必要が

あります。

今後、総人口の減少と高齢者割合の増加が見込まれる中で、地域の限られた医療や

介護の資源を有効に活用していくためには、住み慣れた家庭や地域住民の協力が重要

となってきます。

在宅等での療養が可能な患者については、直ちに入院や施設への入居ということで
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はなく、できるだけ家族や近隣の住民が相互に支え合うような地域をつくっていくよ

う啓蒙に努めるととともに、現在、各町が取り組んでいる地域包括支援システムの構

築や地域支え合いの仕組みづくりのための様々な事業を推し進めていきます。

加えて、在宅における介護者の負担を軽減するためのレスパイト入院や、軽度の傷

病であっても患者本人及び介護者の通院負担を軽減するための短期間の入院など、多

様な選択肢があることが在宅医療の推進に寄与すると考えられることから、介護と医

療の連携をより密接にし、医療機関における臨機な対応が可能となるような体制づく

りについても検討していきます。

また、介護保険制度については、サービスを必要とする本人やその家族に内容を十

分理解されていない面もあることから、今後、北海道や各町の介護・福祉担当部局に

よる制度内容の普及啓発強化に努めていきます。

３ 医療従事者等の確保・養成

南檜山圏域では、都市部への人口流出などに伴い、特に高齢者を支える世代の人口

減少が顕著であることから、医師をはじめとする医療従事者はもとより、介護従事者

の不足は深刻な状況となっており、これらの人材確保が喫緊の課題となっています。

道が平成２５年に、地域センター病院、地方の病院（人口１万人未満の市町村に所

在する市町村立病院及び公的病院）及び都市部の病院（札幌・旭川圏で卒後臨床研修

医を有する市町村立病院及び公的病院）に勤務する常勤医を対象に実施した「地域医

療に対する勤務医アンケート調査」では、都市部の病院に勤務する医師が「現在の勤

務先を選んだ理由」として、「病院施設・設備の充実」、「優れた指導者がいる」とい

う理由のほか「都市部である」という回答が上位を占め、都市部からの距離や交通の

便、生活環境等の地域性が南檜山圏域における医師不足の要因の一つと考えられます。

一方で、地方の病院に勤務する医師が「現在の勤務先を選んだ理由」は、「へき地

医療への情熱」が第一位となっており、「地方勤務をして良かったと思うこと」につ

いては、「患者との距離が近い」、「患者、住民から必要とされる充実感」ということ

を掲げています。しかしながら、「現在の勤務先で困っていること、不安・不満に思

っていること」という設問に対しては、地方や都市部を問わず、「業務が多忙」とい

う回答が第一位となっており、さらに「医師不足地域に従事するとしたら、主にどの

ような条件が必要か」という設問に対しては、「自分と交代できる医師がいる」、「医

師の勤務環境に対して地域の理解がある」という回答が上位を占めています。

以上のことを踏まえると、地域医療に関心を持つ医師と地域のニーズとのマッチン

グを図っていくことが重要であるとともに、医師を迎え入れるためには、医師会・医

療機関、行政、そして住民が一体的に協力して、地域全体で医師を支えていく取組み

が必要であると考えます。

北海道では、地域における医療提供体制を構築する上で、医療従事者の確保・養成
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は不可欠なものであるため、北海道医療対策協議会での検討を踏まえ、地域医療セン

ター等を活用した医師等の偏在の解消に努めているところですが、平成２０年度から

スタートした北海道医師養成確保修学資金貸付事業による医師の地域枠制度について

は、南檜山圏域においても、各町の公的病院及び診療所６施設が地域枠医師を受入れ

可能な公的指定医療機関となっていることから、今後、地域枠医師の意向とのマッチ

ングが図られるよう、地域の医療の実情を伝える一方で地域の魅力も発信し、関係機

関とも協議・連携しながら医師の確保に努めていくとともに、医療従事者の確保・定

着・離職防止、ワーク・ライフ・バランスの確立を図るため、地域医療介護総合確保

基金の有効活用も含めた施策を検討していきます。

また、医師等がやりがいや充実感を持って地域に定着してもらえるよう、医師をは

じめとする医療従事者との交流や、医療機関でのボランティア活動など、住民による

地域医療を支える活動にも取り組んでいく必要があると考えます。

加えて、医師の負担を軽減するため、住民が、身近なかかりつけ医と急性期や専門

性の高い医療を提供する道立江差病院との役割を理解し、身体の状態に合った医療機

関で診療を受けることや、いわゆるコンビニ受診等により、医師等が過酷な労働を強

いられることのないよう、住民に対する意識啓発も行っていきます。

さらに、南檜山圏域独自の取組として、各町では、医師確保のための「医師研究資

金貸与」、看護師確保のための「看護職員養成修学資金」などの制度を創設しており、

こうした制度を活用しながら、引き続き当圏域内における医療従事者確保を推進して

いきます。

加えて、看護師確保については、圏域内に看護師養成校である道立江差高等看護学

院が設置されていることに着目し、管内各医療機関や各町、檜山教育局などの協力の

もと、看護師を目指す高校生等若い世代に対し、看護師志望の意識の醸成を図るとと

もに、江差高等看護学院入学への目標意識の確立、合格に向けた実践トレーニング、

管内の地域医療の概要等について理解促進し、江差高等看護学院から道立江差病院を

はじめ管内の医療機関へ看護師を供給できる流れをつくり、将来も看護師として管内

での定着を目指す道内初の事業として、平成２６年度から「めざせ看護師！檜山塾」

を夏季と冬季の年２回実施しています。

■セミナー内容

夏季セミナー 冬季セミナー

・管内の医療機関概要及び修学資金について ・管内の医療機関概要及び修学資金について

・現役看護師による講話 ・医療系専門職への道

・受験対策講座（面接、小論文） ・看護師及びその他専門職との交流

・受験対策講座（各教科） ・道立江差高等看護学院施設見学

・道立江差高等看護学院施設見学 ・道立江差病院施設見学

・道立江差病院施設見学

・交流会 ※地域医療体験事業と合同開催
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■受講状況

平成２６年度 平成２７年度

夏 女 ２６名 管内１３名 女 １８名 管内 ８名

季 男 １名 管外１４名 男 ０名 管外１０名

冬 女 ３８名 管内３０名 女 ２６名 管内２８名

季 男 ９名 管外１７名 男 ６名 管外 ４名

＊H26の夏季セミナーの管外には青森県からの受講者１名を含む。

このような取組みにより、平成２７年度及び平成２８年度の道立江差高等看護学院

の入試において、檜山塾受講者が多数合格するなど、一定の成果を上げていますが、

今後は、看護学院卒業後に地域の看護師として定着するよう、各町や医師会・医療機

関とも連携して学生へ積極的な働きかけを行っていきます。

なお、南檜山地域を選択してもらうために保護者同伴での受講や、その効果につい

て周知するとともに、より魅力のあるセミナー内容の工夫を検討して参ります。

また、潜在的な看護師資格者の掘り起こしのため、各町への転入手続きの際に、管

内医療機関の紹介と看護師として再就業を働きかけるリーフレットを転入者全員に対

し配布するなどの取組みも行っています。

今後も引き続き、これらの事業について工夫・改善をしながら継続して取り組むこ

ととするほか、介護従事者の確保についても、若い世代を中心に職場見学・体験を通

じて専門職に対する興味を深めたり、潜在的な資格者の掘り起こしなど、同様の取組

みの展開などについて、関係団体と検討をしていきます。

その他、医師の確保対策として、平成２０年から新たに位置づけられた社会医療法

人の認定要件の一つにへき地医療の実施が掲げられており、恒常的に医師が不足する

南檜山圏域においては、この制度によって都市部の社会医療法人からの医師の派遣を

期待できるところですが、医師の派遣先はへき地診療所に限定されており、さらに条

件の厳しい離島であっても病院については派遣先として認められていないことから、

これらの規制緩和について、圏域全体として国に対し要望をしていきます。

また、南檜山圏域においては、２０２５年に向けて高齢者を支える世代である１５

歳から６４歳までの人口が大きく減少することが見込まれており、このような中で在

宅医療や地域包括ケアシステムを推進していくためには、専門職の確保だけではなく、

住民の参加が重要なポイントとなり、特に健康な高齢者が自らの経験や知識、技術等

を活かして自主的で活発な地域貢献活動などに参加することが期待されます。このた

め、地域住民が共に支え合う地域づくりを進めていくために、高齢者の自主性を十分

に尊重しながら、各町と連携して必要な支援を行っていきます。
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（道内の在宅支援診療所、在宅医支援病院の配置）

※南檜山圏域には在宅支援診療所、在宅支援病院はなし

第７節 ５疾病・５事業の状況

１ ５疾病・５事業の圏域

北海道には、二次医療圏は２１圏域ありますが、５疾病・５事業ごとに、地域の実

情に応じて、それぞれの圏域を設定しています。

〇 がん、救急医療（三次）、周産期医療（地域周産期センター整備）、小児医療

（高度・専門医療、三次救急）は、三次圏域を単位に設定しています。

〇 精神疾病（精神科救急）は、三次医療圏を基本に、道央圏域を３分割し、計８

圏域で設定しています。

釧路・根室
区 分

南渡島 南檜山
北渡島
檜 山

札　幌 後　志 南空知 中空知 北空知

圏
域
数

道 南 道 央 道 北 オホーツク 十勝

５
　
疾
　
病

脳 卒 中 21

急 性 心 筋 梗 塞 21

十勝 釧　路 根　室

が ん 6

上川北部 富良野 留萌 宗谷 北　網 遠　紋西胆振 東胆振 日　高 上川中部

糖 尿 病 21

精 神 疾 患 21

精 神 科 救 急 8

５
　
事
　
業

災 害 医 療 21

へ き 地 医 療 －

二次救急 医療 21
救 急 医
療

三次救急 医療 6

● 専 門 医 療
● 二 次 救 急 21

小 児 医
療 ●高度・専門医

療
● 三 次 救 急

6

地 域 周 産 期
センター整備 21

周産期医療

総 合 周 産 期
センター整備 6
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２ 指定医療機関等の状況

※北海道医療計画【改訂版】から抜粋

第８節 地域医療構想策定後の取組

１ 構想策定後の実現に向けた取組

（１）基本的な事項

南檜山圏域地域医療構想区域に設置した、医療関係者、医療保険者その他の関係

者との南檜山地域医療構想調整会議において、関係者との連携を図りつつ、将来の

病床の必要量を達成するための方策その他の地域医療構想の達成を推進するために

必要な協議を行うほか、各医療機関が自主的な取組を行うことも必要であります。

（２）各医療機関での取組

各医療機関は、自らの行っている医療内容やその体制に基づき、将来目指してい

く医療について検討を行うことが必要となります。

その上で、自院内の病床の機能分化を進めるに当たり、病床機能報告制度により、

同一構想区域における他の医療機関の各機能の選択状況等を把握することが可能に

なります。

また、地域医療構想により、構想区域における病床の機能区分ごとの２０２５年

における必要病床数も把握することが可能になります。これら２つの情報（データ）

を比較するなどして、地域における自院内の病床機能の相対的位置付けを客観的に

把握した上で、次のような自主的な取組を進めることが可能になります。

まず、様々な病期の患者が入院している個々の病棟について、急性期機能から慢

性期機能までの選択を行った上で、病棟単位で当該病床の機能に応じた患者の収れ

んのさせ方や、それに応じた必要な体制の構築などを検討します。

併せて、自主的な取組を踏まえ、地域医療構想調整会議を活用した医療機関相互

各　町 　　医療機関名　　　　　　　　　項目

脳

卒

中

回

復

期

を

担

う

医

療

機

関

糖

尿

病

の

医

療

機

能

を

担

う

医

療

機

関

精

神

疾

患

の

予

防

・

ア

ク

セ

ス

治

療

回

復

社

会

復

帰

に

係

る

医

療

を

担

う

医

療

機

関

精

神

科

救

急

・

身

体

合

併

症

に

係

る

医

療

機

能

を

担

う

医

療

機

関

初

期

救

急

医

療

機

関

二

次

救

急

医

療

機

関

災

害

拠

点

病

院

北

海

道

Ｄ

Ｍ

Ａ

Ｔ

指

定

医

療

機

関

へ

き

地

医

療

拠

点

病

院

へ

き

地

診

療

所

過

疎

地

域

特

定

診

療

所

周

産

期

母

子

医

療

セ

ン

タ

|

産

科

又

は

産

婦

人

科

を

標

榜

す

る

医

療

機

関

小

児

救

急

医

療

支

援

事

業

参

加

病

院

小

児

科

、

小

児

外

科

標

榜

す

る

医

療

機

関

社団法人恵愛会佐々木病院 〇
北海道立江差病院 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
道南勤医協江差診療所 〇 〇
医療法人雄心会江差脳神経外科クリニック 〇
江差町保健センター 〇
町立上ノ国診療所 〇 〇
上ノ国町立石崎診療所 〇 〇
上ノ国町歯科診療所 〇
上ノ国町立石崎歯科診療所 〇

厚沢 部町 厚沢部町国民健康保険病院 〇 〇
乙 部 町 乙部町国民健康保険病院 〇 〇 〇

奥尻町国民健康保険病院 〇 〇 〇 〇
奥尻町国保青苗診療所 〇 〇
奥尻町国保青苗歯科診療所 〇
航空自衛隊奥尻島分屯基地医務室 〇

※がん診療連携拠点病院、北海道がん診療連携指定病院、脳卒中の急性期を担う医療機関、急性心筋梗塞の急性期を担う医療機関、児童精神医療に係る医療機能を担う

医療機関、認知症に係る医療機能を担う医療機関、休日夜間急患センター、救命救急センター、助産師外来・院内助産所開設医療機関、小児科医療の重点化病院、在宅

療養支援病院（診療所）は南檜山圏域には該当なし

檜

山

医

師

会

の

傘

下

の

各

医

療

機

関
奥 尻 町

江 差 町

上ノ 国町

北海道医療計画［改訂版］第８章の別表

〇 〇
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の協議により、地域における病床の機能の分化と連携に応じた自院の位置付けを確

認することが可能になります。例えば、回復期のリハビリテーション機能を集約化

すること、療養病床について在宅医療等への転換を進めること等が挙げられます。

以上の取組を受け、次年度の病床機能報告への反映や地域医療介護総合確保基金

の活用を検討し、更なる自院の運営の改善と地域における役割の明確化を図ります。

また、これらの取組により、区域全体で見ても、病床機能報告制度における病棟

の報告病床数と、地域医療構想における必要病床数が次第に収れんされていき、不

足する機能の解消や、患者数との整合が図れることになります。

なお、医療機関がこのような取組を行う際には、患者・住民の理解が不可欠であ

り、自らの状態に応じた医療機能や医療機関を選択することが重要であるため、医

療機関だけではなく、保険者や関係者を巻き込んで、患者・住民への啓発に取り組

むことが重要です。

（３）北海道の取組

医療機関の自主的な取組及び医療機関相互の協議により、病床の機能の分化及び

連携等による将来のあるべき医療提供体制を実現するためには、地域の医療提供体

制の確保に責任を有する北海道が、その役割を適切に発揮する必要があります。

このため、医療機関への情報提供を含め、北海道において、次の各段階における

取組を行っていきます。

ア 病床機能報告による現状と地域医療構想における必要病床数との比較

北海道は、病床の機能の分化及び連携について、まずは病床機能報告制度によっ

て、各医療機関が担っている病床機能の現状を把握・分析をします。

その結果を踏まえ、地域医療構想において定める構想区域における病床の機能区

分ごとの将来の医療需要と必要病床数とを、地域全体の状況として把握します。

イ 病床の機能区分ごとにおける構想区域内の医療機関の状況の把握

北海道は、各医療機関が地域における自院の位置付けを容易に把握することがで

きるよう、構想区域における病床の機能区分ごとの医療機関の状況を整理する必要

があります。

病床機能報告制度では、具体的な医療の内容に関し比較の参考となる項目が報告

されていることから、これらを基に、各医療機関が地域における将来のあるべき姿

に応じて検討できるような資料・データを北海道が作成します。

ウ 地域医療構想調整会議の促進に向けた具体策の検討

北海道は、地域において各医療機関が担っている医療の現状を基に、医療機関相

互の協議を促進することとされていますが、そのためには、各医療機関の自主的な

取組を改めて促進する必要があります。

これを踏まえ、道は必要に応じて地域医療構想調整会議を開催するなど、不足し

ている病床機能への対応について、具体的な協議を促進します。
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その際、地域医療介護総合確保基金の活用も検討することとなりますが、早い段

階で２０２５年までの各構想区域における工程表を策定することを目指します。

エ ２０２５年までのＰＤＣＡ

工程表が策定できていない段階においては、各医療機関が地域における位置付け

を検討し、病棟ごとに担う病床の機能に応じた対応を行うことを促進する必要があ

ります。

また、工程表を策定したとしても、各医療機関における状況の変化等により計画

どおりに進めることが困難又は不適当な場合も考えられます。

このため、２０２５年まで毎年、進捗状況の検証を行い、工程表の変更も含め、

地域医療構想の実現を図っていく必要があります。

その際、構想区域全体及び北海道内全体で、病床機能報告制度における病棟の報

告病床数と、地域医療構想における必要病床数が次第に収れんされていることを確

認する必要がありますが、不足する病床機能の解消のためには、過剰となっている

病床機能からの転換を促すことにより、医療需要に応じた医療の提供が可能となる

という視点の共有を進め、病床機能報告制度における病棟の報告病床数と患者数と

の整合性が図ることができるよう、検討を重ねます。

また、毎年、北海道総合保健医療協議会地域医療専門委員会に報告することによ

り、各構想区域における進捗状況の比較や、より広い立場からの意見を求めること

が可能となるため、適宜、開催していきます。

２ 北海道知事による対応

医療法改正等により、都道府県知事は地域医療構想の実現に向けて次の対応が可能

とされたことから、地域医療の実情を把握し、北海道医療審議会や地域医療構想調整

会議を円滑に運営させることにより、適切に対応することが必要であります。

（１）病院・有床診療所の開設・増床等への対応

病院・有床診療所の開設・増床等の許可の際に、不足している病床の機能区分に

係る医療の提供という条件を付することができます（指定都市にあっては、指定都

市の市長に当該条件を付するよう求めることができます）（医療法第７条第５項）。

（２）既存医療機関が過剰な病床の機能区分に転換しようとする場合の対応

過剰な病床の機能区分に転換しようとする理由等を記載した書面の提出を求める

ことができます（医療法第30条の15第１項）。

当該書面に記載された理由等が十分でないと認めるときは、地域医療構想調整会

議における協議に参加するよう求めることができます（同条第２項）。

地域医療構想調整会議における協議が調わないとき等は、北海道医療審議会に出

席し、当該理由等について説明をするよう求めることができます（同条第４項）。

地域医療構想調整会議における協議の内容及び北海道医療審議会の説明の内容を

踏まえ、当該理由等がやむを得ないものと認められないときは、北海道医療審議会
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の意見を聴いて、過剰な病床機能に転換しないことを公的医療機関等に命令するこ

とができます。

なお、公的医療機関等以外の医療機関にあっては、要請することができます。

（同条第６項及び第７項）。

（３）地域医療構想調整会議における協議が調わない等、自主的な取組だけでは不足し

ている機能の充足が進まない場合の対応

北海道医療審議会の意見を聴いて、不足している病床の機能区分に係る医療を提

供すること等を公的医療機関等に指示することができます。

なお、公的医療機関等以外の医療機関にあっては、要請することができます。

（４）稼働していない病床への対応

病床過剰地域において、公的医療機関等が正当な理由がなく病床を稼働していな

いときは、北海道医療審議会の意見を聴いて、当該病床の削減を命令することがで

きます。（医療法第７条の２第３項）。なお、公的医療機関等以外の医療機関にあ

っては、病床過剰地域において、かつ医療計画の達成の推進のため特に必要がある

場合において、正当な理由がなく病床を稼働していないときは、北海道医療審議会

の意見を聴いて、当該病床の削減を要請することができます（同法第30条の12第１

項）。

また、実際には、病床の稼働状況は病床機能報告制度において病棟単位で把握す

ることが可能であることから、病棟単位で病床が稼働していないことについて正当

な理由がない場合に、当該対応を検討します。

３ 地域医療構想の実現に向けたＰＤＣＡ

地域医療構想について北海道は、地域医療構想の実現に必要な事業の進捗評価を定

期的に実施し、必要に応じて施策の見直しを図るなど、ＰＤＣＡサイクルを効果的に

機能させることが必要であります。

地域医療構想を実現するための施策において、地域医療介護総合確保基金を活用し

た事業については、北海道計画に位置付けることとなりますが、地域医療構想の目標

等と連動しつつ、基金が適切に活用されたことが確認できる評価指標を設定する必要

があります。

その際、将来のあるべき医療提供体制を目指すものとして、地域医療構想を含む医

療計画と北海道計画の方向性は一致しており、可能な評価指標は共通化するなど効率

化も考慮します。

４ 住民への公表

医療を受ける当事者である患者・住民が、医療提供体制を理解し、適切な受療行動

をとるためには、計画の評価や見直しの客観性及び透明性を高める必要があることか

ら、北海道はこれらをホームページ等で住民に分かりやすく公表します。
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第９節 資 料（データ等）

１ 検討経緯

月 日 地域医療構想調整会議 その他

平成27年10月２日 ・第１回調整会議開催

（設置、会長等選任、概要説明）

平成27年10月30日 ・調整会議幹事会開催

（第１回幹事長選任、概要説明）

平成27年11月27日 ・調整会議幹事会開催 各町及び各介護サ

（第２回幹事会（介護分野）） ービス機関対象

平成27年12月18日 ・調整会議幹事会開催 各医療機関及び

（第３回幹事会（医療分野）） 各医療団体対象

平成28年 2月19日 ・調整会議幹事会開催 【たたき台】の提示

（第４回幹事会）

平成28年 3月22日 ・第２回調整会議開催 【素案】の提示

【参 考】

（１）平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議【平成27年10月2日（金）開催分】

・平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議（次第）

・地域医療構想の策定について（資料NO1）

・南檜山圏域地域医療構想調整会議設置要綱（資料NO2）

・各圏域における北海道地域医療構想の構成（体系）について（資料NO3）

・南檜山圏域地域医療構想策定のための進め方（資料NO4）

（２）平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第1回幹事会

【平成27年10月30日（金）開催分】

・平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第1回幹事会（次第）

・「地域医療構想」の策定について（資料NO1）

・南檜山圏域地域医療構想調整会議設置要綱（資料NO2）

・南檜山圏域地域医療構想策定のための進め方（資料NO3）

・南檜山圏域の概況（資料NO4）

・南檜山圏域の基盤整備（施設･居住系ｻｰﾋﾞｽ等）の状況（H27.4.1現在）（資料NO5）

・各町での検討（資料NO6）

・南檜山圏域地域医療構想の策定について（資料NO7）

（３）平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第2回幹事会（介護分野）

【平成27年11月27日（金）開催分】

・平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第2回幹事会（次第）

・北海道一人当たり医療密着度指数、介護充足度指数等（資料NO1）
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・日本創世会議首都圏問題検討分科会（資料NO2）

・平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第１回議事録

・平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第１回幹事会議事録（ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ版）

（４）平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第3回幹事会（医療分野）

【平成27年12月18日（金）開催分】

・平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第3回幹事会（次第）

・2025年における４機能別医療需要（資料NO1）

・日本創世会議首都圏問題検討分科会（資料NO2）

・北海道一人当たり医療密着度指数、介護充足度指数等（資料NO3）

・将来の病床数の必要量の推計について（資料NO4）

・平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第１回議事録

・平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第１回幹事会議事録（ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ版）

・平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第２回幹事会議事録（ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ版）

（５）平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第4回幹事会

【平成28年２月19日（金）開催分】

・平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第4回幹事会（次第）

・南檜山地域推進方針（別冊）～南檜山圏域地域医療構想～【たたき台】

（６）平成27年度第２回南檜山圏域地域医療構想調整会議

【平成28年３月22日（火）開催分】

・平成27年度南檜山圏域地域医療構想調整会議第２回（次第）

・南檜山地域推進方針（別冊）～南檜山圏域地域医療構想～【素案】
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２ 地域医療構想調整会議設置要綱、委員名簿

【南檜山圏域地域医療構想調整会議設置要綱】

（設置）

第１条 地域医療構想を策定する区域（医療法第30条の４第２項第７号の規定により定め

る区域のこと。以下「構想区域」という。）において、関係者との連携を図りつつ、将

来の病床数の必要量を達成するための方策その他地域医療構想の達成を推進するために

必要な協議を行うため、医療法第30条の14第１項に定める「協議の場」として、南檜山

圏域地域医療構想調整会議（以下「調整会議」という。）を設置する。

（所掌事項）

第２条 調整会議は、構想区域内における次の事項について協議する。

(１) 病院・有床診療所が担うべき病床機能に関する事項

(２) 病床機能報告制度による情報等の共有に関する事項

(３) 北海道計画（地域医療介護総合確保基金の年度ごとの事業計画）に盛り込む事業に

関する事項

(４) その他の地域医療構想の達成の推進に関する事項

（組 織）

第３条 調整会議は、別表に掲げる者を委員とし、当該委員をもって組織する。

（委員の任期）

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、任期途中で退任した委員の後任者の任期は、

前任者の残任期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。

（議長及び副議長）

第５条 調整会議に、議長及び副議長を置く。

２ 議長及び副議長は、委員が互選した者をもって充てる。

３ 議長は、調整会議を代表し、会務を総理する。

４ 議長に事故があるときのほか、議事の内容により議長に重大な利益又は不利益が生

じるおそれがあると委員の過半数が認める場合は、副議長がその職務を代理する。

（会 議）

第６条 調整会議は、必要の都度議長が招集する。

２ 議長は、調整会議における協議をより効果的・効率的に進める観点から、議事等の

必要に応じて、委員の参加を制限することができるほか、委員以外の関係者の参加を

求めることができる。
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（幹事会）

第７条 調整会議の円滑な運営を図るため、幹事会を置く。

２ 幹事は、委員が所属する各団体から議長が指名する。

３ 幹事会には、幹事の互選により幹事長を置く。

４ 幹事長は、幹事会の議事を総理する。

（庶 務）

第８条 調整会議に関する庶務は、檜山振興局保健環境部(保健行政室企画総務課）にお

いて処理する。

（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか、調整会議の運営に関し必要な事項は、議長が調整

会議に諮って定める。

附則

この要綱は、平成２７年１０月２日から施行する。
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別表 委員名簿

江差町長
各 町

上ノ国町長（副議長）

厚沢部町長

乙部町長

奥尻町長

医療法人社団恵愛会佐々木病院長
各関係医療機関

北海道立江差病院長
（病 院）

厚沢部町国民健康保険病院長

乙部町国民健康保険病院長

奥尻町国民健康保険病院長

道南勤医協江差診療所長
（診療所）

医療法人社団半澤医院長（※H27.12.20廃止）
※有床・在宅医療

医療法人雄心会江差脳神経外科クリニック院長

町立上ノ国診療所長

上ノ国町立石崎診療所長

一般社団法人檜山医師会長（議 長）
各関係団体

一般社団法人函館歯科医師会長

一般社団法人函館薬剤師会長

社団法人北海道看護協会道南南支部長

南檜山医療・介護連携推進会議長

檜山地域ケアマネジャー連絡会長

介護老人保健施設カタセールえさし施設長
各介護福祉サービス機関

江差町地域包括支援センター長

上ノ国町地域包括支援センター長

厚沢部町地域包括支援センター長

乙部町地域包括支援センター長

奥尻町町地域包括支援センター長

江差地域訪問看護ステーション施設長

松岡訪問看護サービス施設長

訪問看護ステーションノテ乙部施設長

※幹事長は、一般社団法人檜山医師会事務局長とする。
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３ 　北海道の介護基盤整備状況（H27.4.1現在）



- 49 -



- 50 -



- 51 -



- 52 -



- 53 -



- 54 -


